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３）改修建物
第７病棟
構造 鉄筋コンクリート造

地上３階建て
建築面積 98779
延べ面積 284498
建物用途 病院
工事種目 改修一式

４）とりこわし
カルテ庫他先行解体
本館棟他既存建物解体

 工期 平成32年５月29日まで。指定部分１
のうち、１）、、及び４）は平
成31年１月31日 指定部分２ のうち、２）
は平成31年３月29日

２ 申請の時期 平成29年２月14日から平成29年
３月７日までの午前10時から午後５時まで（土
曜日、日曜日及び祝日等（行政機関の休日に関
する法律（昭和63年法律第91号）第１条に規定
する行政機関の休日（以下「休日」という。））
を除く。）
３ 申請の方法
 競争参加資格審査申請書（特定建設工事)
（以下「申請書」という｡)の入手方法 当該
様式は、当該工事の「入札公告（建設工事）」
（平成29年２月14日付け独立行政法人労働者
健康安全機構契約担当役）に示すところによ
り交付する入札説明書の別記様式である。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付し、持参により提出する
こと。ただし、郵送（書留郵便又は宅配便）
の場合は必着とする。提出場所は、〒211
0021 神奈川県川崎市中原区木月住吉町１
１ 独立行政法人労働者健康安全機構 事務
管理棟２階 独立行政法人労働者健康安全機
構 経理部契約課契約班 電話044431
8634
 特定建設工事共同企業体協定書（乙)（４
からの条件を満たすものに限る｡）の
写し。
 ４及びの要件を満たすことを判断で
きる工事の施工実績を記載した書類（申請
書とともに交付する様式により作成したも
のに限る。）。
 全ての構成員について、厚生労働省の建
設工事に係る平成27・28年度一般競争参加
資格の認定の際に提出した経営事項審査結
果通知書の写し。

 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

４ 異工種ＪＶとしての資格及びその審査
 異工種ＪＶの構成は、次の条件を満たすこ
と。
 工事種別が建築一式工事、電気工事又は
管工事とする異なる工事（以下「工種」と
いう。）を担当する構成員からなる異工種Ｊ
Ｖであること。
 各工種間は協定書に基づく分担であるこ
と。なお、異工種ＪＶの構成員のうち一者
が複数の種別の工事を実施すること、また、
複数の構成員で工事を分担することは差し
支えない。
 構成員の数は各工種ごとに２以内である
こと。

 全ての構成員について、厚生労働省から平
成27・28年度有資格者名簿［建設工事］のう
ち東海・北陸ブロックにおけるそれぞれの工
事種別に係る一般競争参加資格の認定を受け
ていること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続き開始の申立て
がなされている者については、手続開始の決
定後、厚生労働省から一般競争参加資格の再
認定を受けていること）。
 全ての構成員について、厚生労働省の建設
工事に係る平成27・28年度一般競争参加資格
の認定の際に提出した経営事項審査結果通知
書の写しに記載されたそれぞれの担当する工
事種別の総合評点が次の点数以上であること
（の再認定を受けた者にあっては、当該再
認定の際の総合評点が次の点数以上であるこ
と｡）。
 建築一式工事 1200点
 電気工事 1100点
 管工事 1100点
 全ての構成員について、会社更生法に基づ
き、更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法に基づき再生手続き開始の申
立てがなされている者（の再認定を受けた
者を除く｡）でないこと。
 全ての構成員について、当該競争参加資格
に係る申請の期限の日から認定を行う日まで
の期間に、独立行政法人労働者健康安全機構
理事長から工事請負契約に係る指名停止等の
措置要領（平成７年３月１日付け労働福祉発
第350号）に基づく指名停止を受けていない
こと。

 各工種の構成員は、からに掲げる要件
を満たすこと。工事実績は、平成14年４月１
日以降に完成･引渡しが完了したものとする。
共同企業体の構成員としての実績は、出資比
率が20％以上の場合のものに限る。異工種Ｊ
Ｖの場合は、協定書による分担工事の実績の
み同種工事の実績として認める。なお、それ
ぞれの工事実績は、同一の工事でなくてもよ
い。また、一つの工種を分割して工事を分担
する場合には、分割した工種の構成員全体で
条件を満たすこと。
 建築工事 工事に携わる構成員は、工事
種目が建築一式工事の有資格業者であっ
て、次の条件を満足する工事を元請けとし
て施工した実績を有すること。
ア 建物用途 病院
構造 鉄骨造、鉄筋コンクリート造又
は鉄骨鉄筋コンクリート造
階数 地上４階建て以上
建物規模 延べ面積10000以上
工事内容 新営工事（躯体、外装のほ
か内装を含む建築一式工事を施工し
ていること。）

 電気設備工事 工事に携わる構成員は、
工事種目が電気工事の有資格業者であっ
て、次の条件を満足する新設の電気設備工
事を施工した実績を有すること。
ア 建物用途 病院
建物規模 延べ面積10000以上
工事種目 電灯設備及び火災報知設備
（工事種目についてシステム一式を
施工した工事の実績であること。た
だし、電灯設備と火災報知設備が異
なる工事の実績でも良いが、それぞ
れ工事種目以外の条件を満たす工事
とする。）

５ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む異工種ＪＶの取扱い ４の認定
（４の再認定を含む。以下同じ｡）を受けて
いない者を構成員に含む異工種ＪＶも２及び３
により申請をすることができる。この場合にお
いて、異工種ＪＶとしての資格が認定されるた
めには、４の認定を受けていない構成員が４
の認定を受けることが必要である。（当該工事
に係る開札の時までに異工種ＪＶとしての資格
の審査が終了していない場合は、競争に参加で
きないことがある。また、４の認定を受けて
いない構成員が当該工事に係る開札の時までに
４の認定又は４の一般競争参加資格がない
との認定（４の独立行政法人労働者健康安全
機構契約担当役が別に定める手続における一般
競争参加資格がないとの認定を含む。）を受けて
いないときは、異工種ＪＶとしての資格がない
と認定する。）
６ 資格審査結果の通知 「一般競争参加資格確
認通知書」により通知する。

 暖冷房衛生設備工事 工事に携わる構成
員は、工事種別が管工事の有資格業者で
あって、次の条件を満足する新設の暖冷房
衛生設備工事を施工した実績を有するこ
と。
ア 建物用途 病院
建物規模 延べ面積10000以上
工事種目 換気設備及び排水設備（工
事種目についてシステム一式を施工
した工事の実績であること。ただし、
換気設備と排水設備が異なる工事の
実績でも良いが、それぞれ工事種目
以外の条件を満たす工事とする。）

 全ての構成員について、建設業法（昭和24
年法律第100号）に定める建設業の営業年数
が５年以上あること。ただし、相当の施工実
績を有し、確実、かつ、円滑な共同施工が確
保できると認められる場合においては、営業
年数が５年未満であってもこれを同等として
取り扱うことができるものとする。
 各構成員は建設業法の建設業に係る監理技
術者又は国家資格を有する主任技術者を当該
工事に専任で配置できること。
 に示す工種の一つを分割して複数の構成
員で分担する場合は、工種内の工事分担額が
互いに他の構成員の工事分担額の７分の３を
下回らないこと。
 異工種ＪＶの代表者は、構成員の中で最大
の施工能力を有する者であること。
 異工種ＪＶの協定書は、「建設工事共同企業
体の事務取扱いについて」（昭和53年11月１日
付け建設省計振発第69号）の別添「建設工事
共同企業体の事務取扱いについて（回答）」（昭
和53年11月１日付け建設省茨計振第771号）
の別紙に示された「特定建設工事共同企業体
協定書(乙）」に準ずるものとする｡
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